
仕様書 

１ 調達装置 

  Ｘ線透視診断装置一式 

   構成内訳 

   １ Ⅹ線透視診断装置 

   (1) 透視撮影台       １式 

   (2) Ｘ線高電圧装置     １式 

   (3) Ｘ線管装置       １式 

   (4) 検出器         １式 

   (5) 遠隔操作卓       １式 

   (6) 近接操作卓       １式 

   (7) モニタ         １式 

   (8) 画像処理装置       １式 

   (9) 画像保存機能       １式 

   ２ ネットワーク       １式 

   ３ 付属周辺機器一式     １式 

 

２ 基本的要求条件 

2.1 賃貸借期間 

令和８年10月１日～令和14年９月30日（72か月間） 

なお、賃貸借期間終了後に、買い取り又は再リースする場合がある。また、買

い取りとする場合の残価については、発注者と受注者が協議して決定する。 

2.2 設置場所及び納期 

2.2.1 地方独立行政法人神奈川県立病院機構神奈川県立がんセンター（以下「当

センター」という。）病院棟１階第１テレビ室 

2.2.2 納入期限は、令和８年９月30日までとする。なお、本装置の使用前に所管

官庁による検査があるため、装置の搬入及び設置は、令和８年９月23日まで

とする。 

2.3 当センターにおいて、業務に滞りなく使用可能であること。 

2.4 調達装置に係る性能、機能及び技術等（以下「性能等」という。）の要求要件

（以下「技術的要件」という。）は、下記３に示すとおりである。 

2.5 搬入・据付・廃棄条件 

2.5.1 装置の搬入は協議の上、当センターが指定した日時及び方法により行うこ

と。 

2.5.2 搬入に当たっては、当センターと協議の上、患者の安全及びプライバシー

に十分に注意し作業すること。 



2.5.3 装置の搬入に伴う付帯工事、室内工事、改修工事については既存設備（検

査室等の床、壁、鉛ガラス、空調設備、給排水、配管、電源系統、ネットワ

ーク配線等）を事前に十分調査を行い、発注者と協議した上で施工すること。

また、掛かる費用については本導入費用に含むものとする。 

2.5.4 当センターが用意する一次側電源以外に必要な電源設備があれば、当セン

ターとの協議の上で施工すること。また、掛かる費用については本導入費用

に含むものとする。 

2.5.5 搬入、据付に際し必要な養生を行うこと。また、建物及び物品に損害を生

じた場合は、受注者が自己の責任のもとに原状回復を行うこと。 

2.5.6 既存装置の撤去については、当センターと事前協議の上で行うこと。また、

撤去及び廃棄に掛かる費用については本導入費用に含むものとする。なお、

機器内に記憶媒体が設置されている場合は、記憶媒体を消去したことを証す

る書類を交付すること。 

2.5.7 今回の調達装置の撤去についても、2.5.6と同様とする。 

2.6 装置の調整、稼働準備 

2.6.1 本装置が有効に稼働するために必要な調整について、納入者の負担により

責任を持って行うこと。 

2.6.2 本装置導入の際には、最新の状態で納品すること。 

2.6.3 入札機器のうち医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に

関する法律（昭和35年法律第145号）に基づく製造販売承認が必要な医療機

器やソフト等に関しては、入札時点でその承認を得ている装置であること。 

2.6.4 本装置を使用する者に対し、導入時に安全使用講習を行い、安全運用及び

保守に必要な知識の説明及び指導を図ること。 

2.6.5 操作マニュアルは日本語版を１部提供すること。 

2.6.6 当センターにおける使用手順書を作成すること。 

2.6.7 操作方法の説明は電話又は技術員によって誠意を持って行うこと。 

2.6.8 入札装置は、納入後においても安全稼働が確保されていること。 

2.7 保守点検体制 

2.7.1 納入検査後１年以内に通常の使用により機器に発生した故障等は、無償で

対応すること。 

2.7.2 本装置に必要な消耗品及び故障等の装置について供給が確保されているこ

と。 

2.7.3 障害時は、オンコール対応とし、翌営業日までに復旧ができること。 

2.7.4 障害発生時の対応を行うためにリモートメンテナンスを実施すること。 

 

３ 技術的要件の概要 

本件調達装置に関わる技術的要件は以下のとおりとする。 



3.1 透視撮影台は、以下の要件を満たすこと。 

3.1.1 透視撮影台は以下の要件を満たすこと。 

3.1.1.1 天板はオーバーチューブ方式であること。 

3.1.1.2 寝台起倒範囲は、立位90゜以上～水平位0゜～逆傾斜90゜以上であるこ

と。 

3.1.1.3 寝台昇降機能は、天板高さ48cm以下～120cm以上であること。 

3.1.1.4 天板底面全体は金属カバーで覆い、天板内部のFPD等のパーツと床面の

機材が直接接触することが無い構造であること。天板底面全体の金属製

カバーが無い場合は、天板底面を遠隔でズーム・パン・回転が可能な看

視カメラを天板上端側及び下端側に各１式を装備し、操作室のモニタで

看視できること。 

3.1.1.5 天板底面に障害物接触時に自動停止するタッチセンサを搭載すること。

タッチセンサを有さない場合は、天板底面を遠隔でズーム・パン・回転

が可能な看視カメラを天板上端側及び下端側に各1式を装備し、操作室の

モニタで看視できること。 

3.1.1.6 X線管アームによる映像系縦移動ストロークは158cm以上であること。  

3.1.1.7 天板の上端からFPD端までの距離は10cm以下、下端からFPD端までの距

離は10cm以下であること。 

3.1.1.8 天板側面に近接での寝台操作が可能なボタンがある場合、術者による

誤操作を防止するための対策をすること。対策内容は担当者と協議をす

ること。 

3.1.1.9 天板左右動又は映像系左右動の移動距離は、22cm以上であること。 

3.1.1.10 映像系長手動の移動距離は、158cm以上であること。 

3.1.1.11 天板端～照射野端は、9.8cm以下であること。 

3.1.1.12 立位時の床～照射野端の距離は、床から30cm以下であること。 

3.1.1.13 X線管アームの頭尾軸方向の斜入角度（CRA/CAU）は、±35°以上であ

ること。 

3.1.1.14 X線管アームの左右軸方向の斜入角度(LAO/RAO)は、±15°以上である

こと。 

3.1.1.15 散乱線による被ばく防護のための防護カーテンを有し、管球側に接続

可能であること。 

3.1.1.16 天板の側面パネルにて寝台昇降、起倒、映像系長手動、天板左右動が

緊急停止できること。 

3.1.1.17 天板の大きさは、77cm以上×220cm以上であること。 

3.1.1.18 天板の最大許容耐荷重は、動作時最大200kg以上であること。 

3.1.1.19 天板の形状は、フラットタイプであること。 

3.1.1.20 天板を全く動かすことなく任意で絞った領域を、モニタ画面全体に拡



大表示する機能を有すること。 

3.1.1.21 圧迫コーン、バリウムカップホルダ、フットレスト、ハンドグリップ、

ショルダレストを有すること。圧迫コーンは折り畳み方式で最大圧迫力

は80Nであること。 

3.1.1.22 天板マットを２式有すること。 

3.1.1.23 線質フィルタを３種類有すること。 

3.1.1.24 散乱線除去グリッドは、着脱可能であること。 

3.1.1.25 装置本体の奥行きは、192cm以下であること。 

3.1.1.26 接触防止のため検査室の天井高さに応じて寝台動作を制限する機能を

有すること。 

3.1.1.27 検査室内に撮影・透視用のワイヤレス式フットスイッチを有すること。 

3.1.1.28 コリメータ―が上下左右の四辺が独立して動作できること。。 

3.1.1.29 検査プログラム設定により、特定の機械動作をインターロックする機

能を有すること。  

3.1.1.30 患者固定用のバンドを２式有すること。 

3.1.2 Ⅹ線高電圧装置は、以下の要件を満たすこと。 

3.1.2.1 高電圧発生方式は、インバータ方式であること。 

3.1.2.2 最大出力は、50kW以上であること。 

3.1.2.3 最大管電圧は、125kV以上であること。 

3.1.2.4 最大管電流は、500mA以上であること。 

3.1.2.5 最短撮影時間は、4msec以下であること。 

3.1.2.6 自動露出制御（ＡＥＣ）を有すること。 

3.1.2.7 自動輝度調整機能（ＡＢＣ）を有すること。 

3.1.2.8 操作部はカラー液晶タッチパネル式であること。 

3.1.3 Ⅹ線管装置は、以下の要件を満たすこと。 

3.1.3.1 焦点サイズは0.4mm以下、0.7mm以下の２焦点以上を有する高速回転型

であること。 

3.1.3.2 陽極熱容量は、600kHU以上であること。 

3.1.3.3 最大入力は小焦点で22kW以上、大焦点で40kW以上であること。  

3.1.4 検出器は、以下の要件を満たすこと。 

3.1.4.1 間接変換方式の半導体検出器（フラットパネルディテクター:FPD）で

あること。 

3.1.4.2 有効視野サイズは、42×42cm以上であること。 

3.1.4.3 マトリクスサイズは最大2688×2688ピクセル以上であること。 

3.1.4.4 画素サイズは、160μm以下であること。 

3.1.4.5 視野サイズは、４種類以上を選択切替でき、最小視野サイズは、５イ

ンチ以下であること。 



3.1.4.6 撮影室側の特別な温湿度管理を行うことなく、通常の温湿度環境（検

査に適した環境）で使用可能であること。 

3.1.5  遠隔操作卓は以下の要件を満たすこと。 

3.1.5.1 透視・撮影条件の表示ができること。 

3.1.5.2 透視・撮影条件の設定ができること。 

3.1.5.3 パルス透視のレートを設定できること。 

3.1.5.4 透視線量を３段階のモードに切替できること。 

3.1.5.5 自己診断機能を有し、メッセージが表示されること。 

3.1.6 近接操作卓は以下の要件を満たすこと。 

3.1.6.1 ワイヤレス式であり、検査室内で近接操作、透視、撮影が可能である

こと  

3.1.6.2 透視・撮影条件の表示ができること。 

3.1.6.3 透視・撮影条件の設定ができること。 

3.1.6.4 パルス透視のレートを設定できること。 

3.1.6.5 透視線量を３段階以上のモードに切替できること。 

3.1.6.6 19インチ以上の液晶モニタを有すること。 

3.1.7 モニタは以下の要件を満たすこと。 

3.1.7.1 55インチ以上の大画面モニタを有し、各種映像信号を統合して表示で

きること。表示する映像に関しては当院担当者と協議すること。モニタ

は２方向移動型天井懸架装置に装備すること。天井走行をする範囲につ

いては担当者と十分な協議をすること。 

3.1.7.2 大画面モニタに表示する各種映像を任意に表示、分割するための機能

を有すること。 

3.1.7.3  大画面モニタのバックアップとして手技中の透視、リファレンス画像

を同時に表示できるように19インチ程度のモニタを２面有すること。設

置方法については当院担当者と協議すること。 

3.1.7.4 検査室外に検査室内の大画面モニタの表示画像をミラーリングして表

示ができるモニタを設置すること。モニタサイズについては当院担当者

と協議すること。  

3.1.7.5 遠隔ディスプレイは、透視撮影用として19インチ以上の医療用カラー

ディスプレイ１式、参照用として19インチ以上の医療用カラーディスプ

レイ１式を有すること。 

3.1.7.6 大画面モニタ近傍に超指向性マイクを装備すること。 

3.1.8 画像処理装置は、以下の要件を満たすこと。 

3.1.8.1 透視モードは連続及びパルス透視が可能なこと。 

3.1.8.2 透視方式は、被曝低減効果の高い波尾遮断機能付きパルス方式である

こと。 



3.1.8.3 透視フレームレートは、波尾遮断機能付きパルス方式において最大

30fps以上とし、５段階以上の選択ができること。また、15fps以下、

7.5fps以下、3.8fps以下、1.9fps以下の低被曝パルスモードを有するこ

と。 

3.1.8.4 照射フレームレートの2倍のフレームレートで表示するフレーム補間機

能を有すること。フレーム補間機能を有さない場合は、X線防護衝立（全

面透明型アクリル製3.0mmPb当量、幅1200mm以上、高さ1800mm以上）を装

備し、被曝低減が可能であること。 

3.1.8.5 透視モードは、ビニングモード（複数ピクセルを１ピクセル処理）と

ノンビニングモード（１ピクセルを１ピクセル処理）の選択ができるこ

と。ノンビニングモード（１ピクセルを１ピクセル処理）画像処理装置

で対応不可の場合は、術者の視認性向上のため、当院が指定する50イン

チ以上の医療用４Ｋマルチモニタを設置すること。 

3.1.8.6 透視画像へのノイズ低減として、時間フィルタ（リカーシブフィル

タ）、空間フィルタ（リアルタイムシグナルノイズ分離フィルタ）を有

すること。透視画像の動きを検知するマッチング処理を行い、動きに自

動追従しながらノイズ成分の低減を行う、時空間フィルタ（動き追従型

マルチノイズ低減処理フィルタ）を有すること。 

3.1.8.7 透視画像に対し、複数の周波数帯域毎に強調処理設定が可能なマルチ

周波数処理機能を有すること。 

3.1.8.8 透視画像ファイリングの連続取得モードは、透視フレームレート30fps

以上に対応し、１回の操作で1200フレーム以上を取得できること。また、

連続取得モードは1検査当り最大100回以上の取得ができること。画像処

理装置で対応不可の場合は、垂直1000ピクセル以上のHD画質で録画可能

な医用透視レコーダーを装備すること。 

3.1.8.9 透視画像ファイリングの単発取得モードは、透視中の任意タイミング

の１フレームやラストイメージホールド画像を取得できる専用ボタンを

有すること。また、連続取得モードと単発取得モードの設定変更をせず

に併用できること。画像処理装置で対応不可の場合は、別ワークステー

ションにて透視画像を常時録画し、任意の１フレームのみを簡便な操作

でDICOM画像として送信可能なシステムを装備すること。 

3.1.8.10 透視画像をAVIファイルとしてメディア出力できること。画像処理装置

で対応不可の場合は、別ワークステーションへDICOM送信し、AVIファイ

ルとして自動メディア出力できること。 

3.1.8.11 付加フィルタは3種類以上を電動にて切換できること。 

3.1.8.12 撮影画像に対し、複数の周波数帯域毎に強調処理設定が可能なマルチ

周波数処理機能を有すること。 



3.1.8.13 パルス透視のレートは、２fps以下～30fps以上を選択できること。 

3.1.8.14 透視線量を３段階の設定に切替できること。 

3.1.8.15 透視は、960×960画素以上、16bit以上であること。 

3.1.8.16 撮影は、1024×1024画素以上、16bit以上、４fps以上で連続撮影が可

能であること。 

3.1.8.17 撮影像は、2688×2688画素以上、16bit以上で、収集・画像処理が可能

であること。 

3.1.8.18 撮影は、単発撮影、連続撮影、分割撮影が可能であること。 

3.1.8.19 分割撮影は、左右二分割、上下二分割、四分割が可能であること。 

3.1.8.20 透視像のラストイメージホールド（ＬＩＨ）が可能であること。また、

LIH画面上で仮想可動絞りを表示し、設定した絞り範囲を実際の可動絞り

に反映させるバーチャルコリメーター機能を有すること。 

3.1.8.21 透視収集は、連続収集（前から収集、遡り収集）と、１フレーム収集

（任意、ラストイメージ）の４種類が可能であること。 

3.1.8.22 透視像の上下左右反転機能を有すること。 

3.1.8.23 撮影像の自動階調補正機能、階調処理機能、白黒反転、拡大、回転、

上下左右反転などの各機能を有すること。 

3.1.8.24 残像、コントラストの低下なく、ノイズを低減できる機能を有するこ

と。 

3.1.8.25 透視像・撮影像の白とび及び黒つぶれをリアルタイムに自動で補正す

る画像処理機能を有すること。 

3.1.8.26 ＩＲ（逐次近似法）を用いた解像度補正機能を有すること。 

3.1.8.27 画像のマルチ表示、分割表示、スケール表示、距離計測、角度計測が

できること。 

3.1.8.28 ＧＰＵを搭載していること。 

3.1.8.29 撮影メニュー、撮影条件等は現有機と同等のものを設定すること。詳

細については、当院担当者と協議の上決定すること。 

3.1.8.30 停電時への対応として、無停電電源装置を有すること。 

3.1.9 画像保存は、以下の要件を満たすこと。 

3.1.9.1 本体の画像保存は、1024×1024画素、100000画像以上を保存可能であ

ること。 

3.1.9.2 透視のON、OFFに連動して録画が行われる透視録画用DVDレコーダー、

外付けストレージ、その他必要な備品を備えること。またDVD、CD等の外

部メディアに出力する機能を有すること。 

3.2 ネットワーク対応システム 

3.2.1 当院及び関係各社と協議し双方確認の上、支障なく接続を行うこと。ま

た、既存の接続はすべて踏襲し、当院のネットワークに接続するために必



要なネットワーク機器の設定を行うこと。 

3.2.2  DICOM機能はDICOM Storage、StC（Storage Commitment）、Print、

Query/Retrieve 、 MWM （ Modality Worklist ManageMent ） 、 MPPS 

（Modality Performed Procedure Step）、DICOM Dose SR（Structured 

Report）、DICOM RDSR（Radiation Dose Structured Report）に対応する

こと。 

3.2.3 当院が指定する既存の病院情報システム（以下「HIS」という。）及び放

射線情報システム（以下「RIS」という。）と連携し、DICOM MWM、DICOM 

MPPSにより患者基本情報や検査情報等、当院が指定する情報の送受信・登

録等が自動的にできること。また再取得も可能なこと。 

3.2.4 当院が、既存のHIS、RIS、PACS、検像端末等のマスタ変更やシステム改

変を必要と認めた場合は、その入力、テスト等必要な作業をすべて行い、

掛かる費用を負担すること。 

3.2.5 DICOM DoseSRに含まれる検査単位での撮影線量、透視線量、撮影と透視

の積算線量を抽出し、自動的にDoseレポートとしてDICOM画像化の上、PACS

へ送信可能であること。画像処理装置で対応不可の場合も、当院で審査承

認済みのゲートウェイ装置にて実行可能な場合は可とする。 

3.2.6 DICOM DoseSRに含まれる検査履歴一覧をCSV形式で出力する機能を有する

こと。検査履歴として被検者情報（被検者ID・被検者名）、検査日時、被

曝線量情報（面積線量・基準空気カーマ・透視時間）を含むものとする。

画像処理装置で対応不可の場合も、当院で審査承認済みのゲートウェイ装

置にて実行可能な場合は可とする。 

3.2.7 機器構成図、ネットワーク図、ネットワークアドレス表、DICOM設定情報

等についての資料を電子データ及び紙媒体で当院の必要とする部数提出す

ること。 

3.2.8 患者毎の撮影条件、透視時間、被ばく線量（患者照射基準点の線量：換

算値は面積線量計又は計算法により算出）等の実施条件をDICOM Dose SR

（RDSR）で出力し、当院既存医用画像システムで管理できるように設定す

ること。また、それに関して費用が発生する場合は、落札者が負担するこ

と。 

3.2.9 被曝線量管理として、透視及び撮影の線量値を換算法にて表示できるこ

と。 

3.2.10 検査プログラム毎に設定された線量値に到達すると検査中にアラームと

メッセージ表示が可能な累積線量通知機能を有すること。画像処理装置で

対応不可の場合も、当院指定の線量管理システムを装備する場合は可とす

る。 

3.2.11 X線出力条件に連動し、散乱X線の分布をリアルタイムにシミュレーショ



ン表示する散乱X線分布表示機能を有すること。散乱X線分布は線量率と積

算の表示切換や分布の床面からの高さ表示切換ができること。画像処理装

置で対応不可の場合は、リアルタイム被曝測定システム（RaySafe i3リア

ルタイム被ばく測定システム）を装備すること。 

3.2.12 透視画像を録画できる機器を用意すること。また、透視の動画を既設内

視鏡システムNEXUSからオンラインで動画閲覧できること。対応不可の場合

は、動画サーバを構築、電子カルテ端末から動画閲覧できるようにするこ

と。 

3.2.13 現有機とともに使用している内視鏡関係の通信状態を現有機と同様の環

境条件で使用できる状態にし、検査室内外で内視鏡のライブ映像を観察で

きること。 

3.2.14 セキュリティ管理として、ログイン時のユーザー認証機能やホワイトリ

スト方式によるマルウェア対策機能を有すること。画像処理装置で対応不

可の場合も、当院で審査承認済みのゲートウェイ装置にて実行可能な場合

は可とする。 

3.2.15 その他のセキュリティ対策については当院担当職員と協議し本入札に係

る導入装置に必要な対策を取ること。 

3.3  放射線備品については以下の要件を満たすこと。 

3.3.1.1 当院の指定する術者用のＸ線防護エプロン（水洗い可能なIPS6相当）

を5着用意すること。 

3.3.1.2 当院の指定する術者用のＸ線防護コートを5着用意すること。 

3.3.1.3 当院の指定する術者用のＸ線防護ネックガードを3個用意すること。 

3.3.1.4 当院の指定するネックガード掛け付きＸ線防護エプロンラックを１式

用意すること。 

3.3.1.5 当院の指定する術者用のＸ線防護メガネを５個用意すること。 

3.3.1.6 操作室での遠隔操作のために、机、椅子、モニタスタンド等必要な備

品を用意し設置すること。 

3.3.1.7 検査室、操作室間での円滑な双方向コミュニケーションをとるために、

集音マイク及びスピーカー、アンプなど必要な物品を用意し、最適な場

所に設置すること。 

3.3.1.8 更衣室で使用するカゴ及びカゴ台を必要数用意すること。 

3.3.1.9 更衣室で使用する背もたれのない、座面が丸い椅子を必要数用意するこ

と。 

3.3.1.10 検査用の物品を収納するための棚を当院担当者と協議の上、設置する

こと。 

3.3.1.11 検査室内で検査中の患者を死角なく看視するための看視カメラと、そ

の映像を出力するモニタを必要数用意すること。モニタ類の設置場所に



ついては、当院担当者と協議の上決定すること。 

3.3.1.12 待合患者の看視を行うためのモニタを１式用意すること。看視に使用

するカメラ等は、当院既存設備の映像を表示するように設定すること。 

3.3.1.13 内視鏡検査時に患者の体位を整えるために使用するクッション等を必

要数用意すること。 

3.3.1.14 患者移動時に使用するスライダーを１枚用意すること。 

3.3.1.15 当院が所有している線量計を使用する際に、線量計を固定する専用ス

タンドを１式用意すること。内容については当院担当者と協議すること。 

 

４ 装置導入・設置 

4.1 装置導入・設置に関して、以下の要件を満たすこと。 

4.1.1 透視撮影台背面のメンテナンススペースは不要であり、天板手前側から壁

面までの検査スペースを35cm以上確保できること。35cm以上を確保できない

場合は、検査室内の収納棚等を壁面上部取付等に変更し、検査スペースを最

大限確保すること。 

 

５ その他 

5.1 仕様書の内容に疑義がある場合は必ず当センターに確認し、独自の解釈をしな

いこと。 

5.2 本仕様書に明記されていない事項でも、性能等及び保守管理について必要なも

のが発生した場合は、事前に当センターと協議した上で滞りなく具備すること。 

5.3 入札機器の性能等が技術的要件を満たしているか否かの判定は、当センターで

入札機器に関する仕様書を元に審査するものである。 

5.4 廃止、備付けに当たり必要な医療法、労働安全衛生法その他関係法規に基づく

手続き、漏洩線量測定、書類の作成等の支援を遅延なく行うこと。 

5.5 装置標識等、医療監視指摘項目に係る事項を使用開始前に提出、設置を行うこ

と。 


